
母子及び父子並びに寡婦福祉法（抄） 
 
（母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための措置の積極的かつ計画的な実施等） 
第十条の二 都道府県等は、母子家庭等及び寡婦が母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向

上のために最も適切な支援を総合的に受けられるようにするため、地域の実情に応じた母

子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための措置の積極的かつ計画的な実施及び周知並

びに母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための支援を行う者の活動の連携及び調整

を図るよう努めなければならない。 
 
（自立促進計画） 
第十二条 都道府県等は、基本方針に即し、次に掲げる事項を定める自立促進計画を策定し、

又は変更しようとするときは、法律の規定による計画であつて母子家庭等及び寡婦の福祉

に関する事項を定めるものとの調和を保つよう努めなければならない。 
一 当該都道府県等の区域における母子家庭等及び寡婦の家庭生活及び職業生活の動向

に関する事項 
二 当該都道府県等の区域において母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のため講じ

ようとする施策の基本となるべき事項 
三 福祉サービスの提供、職業能力の向上の支援その他母子家庭等及び寡婦の生活の安

定と向上のために講ずべき具体的な措置に関する事項 
四 前三号に掲げるもののほか、母子家庭等及び寡婦の生活の安定と向上のための措置

に関する重要事項 
２ 都道府県等は、自立促進計画を策定し、又は変更するときは、あらかじめ、母子家庭等

及び寡婦の置かれている環境、母子家庭等及び寡婦に対する福祉の措置の利用に関する母

子家庭等及び寡婦の意向その他の母子家庭等及び寡婦の事情を勘案するよう努めなければ

ならない。 
３ 都道府県等は、自立促進計画を策定し、又は変更するときは、あらかじめ、第七条各号

に掲げる機関、子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第七十二条第一項又

は第四項に規定する機関その他の母子家庭等及び寡婦の福祉に関する事項を調査審議する

合議制の機関の意見を聴くよう努めなければならない。 
４ 都道府県等は、自立促進計画を策定し、又は変更するときは、あらかじめ、母子・父子

福祉団体の意見を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。 
５ 前項に定めるもののほか、都道府県等は、自立促進計画を策定し、又は変更するときは、

あらかじめ、インターネットの利用その他の内閣府令で定める方法により広く母子家庭等

及び寡婦の意見を求めることその他の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 
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